
基本原則１　自主性・自立性の確保（特色ある運営）

原則1-1 建学の精神等の基本理念に基づく教学運営体制の確立

実施項目1-1①

①情報公表サイト

　https://www.okinawa-u.ac.jp/about/disclosure/

･2024年度事業報告書（p9,10大学憲章)

実施項目1-1②

②2026年度学生募集要項（AP抜粋）

③2025履修ハンドブック（DP、CP抜粋）

実施項目1-1③

･沖縄大学学則

説明 根拠資料等

教学組織の権限

と役割の明確化

沖縄大学学則第51条第1項では｢学長は､校務を掌り､職員を統督する｣と規定しています。

同第51条の2第2項では｢副学長は､学長を助け､命を受けて校務を掌る」ことを規定してい

ます。同52条第2項では｢教務部長、学生部長、図書館長は、職員の内から学長が任命す

る」ことを規定しています。

･沖縄大学寄附行為細則「学校法人沖縄大学 役

員の職務及び責任の明確化に関する機関決定」

(建学の精神､大学の理念､教育研究上の目的等)

説明 根拠資料等

｢卒業認定･学位

授与の方針｣､｢教

育課程編成･実施

の方針」及び｢入

学者受入れの方

針｣の実質化

学科ごとに卒業認定･学位授与の方針(DP)､教育課程編成･実施の方針(CP)及び入学者受入

れの方針(AP)を策定し、それを基軸として教育課程の編成、運用を行っています。募集

要項にAPを明記し、それに基づく入試を実施しています。履修ハンドブックにCP、DP

を明記し、それに基づくカリキュラムを編成しています。また、履修ハンドブックには

履修規程を掲載し卒業要件を明示しています。2年次の基礎学力調査と4年次のDP達成度

の測定等により、DP、CPの実質化に努めています。

④-1自己点検・評価Ⅱ（教育の質保証の点検⇒

2024年度第４回（拡大）教学マネジメント・教

学IR委員会議事録）

④-2 2019年度～2022年度における学習成果の

可視化のまとめ

私立大学ガバナンス・コード点検結果報告
　沖縄大学では、「日本私立大学協会 私立大学ガバナンス・コード＜第2.0版＞」に準拠し、同コードに対する遵守（実施）状況について自ら点検し、その

結果を公表しています。

    加盟大学は、私立大学としての個性・特色ある多様な教育研究活動の質及び経営の健全性の維持・向上を図るため、建学の精神等の基本理念に基づき、

教学と経営を一体的かつ自主・自律的に運営すべきである。

　加盟大学は、建学の精神等の基本理念及び教育目的を、学生をはじめとする多様なステークホルダーに対して明確に示し理解を得るとともに、目的達成

に向けた教学運営体制を確立し、教育研究活動を推進すべきである。

説明 根拠資料等

建学の精神等の

基本理念及び教

育目的の明示

建学の精神等の基本理念及び教育目的を、ホームページ等を通して学生を始めとする多

様なステークホルダーに明示しています。



実施項目1-1④

･沖縄大学基本方針

⑤管理職会議規程

⑥-1教職合同研修会2025プログラム

⑥-2教職合同研修会2025アンケート

実施項目1-1⑤

⑧事務職員研修規程

⑨-1,2FD/SD2025年度計画

⑥-1,2教職合同研修関係資料

 

教職員の資質向

上に係る取組み

の基本方針・年

次計画の策定及

び推進

本学ではファカルティ・デベロップメント（FD)活動を企画立案し、実施するために、

FD 委員会を設置しています。委員会は、教員の教育能力の開発・向上に関して検討を行

い、その質的充実を図ることを目的としています（委員会規程第２条)。スタッフ・ディ

ベロップメント（SD）については、事務職員に必要な知識、技能及び教養を習得させる

とともに、職員が自ら職務能力の啓発に努めることを助成し、その資質の向上を図るこ

とを目的として事務職員研修規程 を定めています。年度末にはFD委員会によって次年度

FD計画が策定されます。SDについて事務職研修委員会によって次年度SD計画が策定さ

れます。2009 年から毎年、夏季休業期間中に実施している教職合同研修会は、2025年8

月で17回目の開催となりました。

⑦沖縄大学FD委員会規程

説明 根拠資料等

教職協働体制

の確保

本学では2012年に定めた「沖縄大学基本方針」の5.沖縄大学教職員の行動指針の(3)で

「教職員がお互いの立場と役割を理解し、尊重し合い、協力関係を深めることにより、

学生へのサービスの向上と本学の理念の達成に努める」ことを定めています。また同じ

く沖縄大学の基本方針の8.沖縄大学の管理運営に関する方針の(2)は「教職協働を更に推

進し、全沖縄大学人が学生の教育に心を一つにして取り組む大学づくりを目指す」こと

を定めています。

隔週で開催される管理職会議は「沖縄大学の教学関係及び事務局運営に関して、全学的

な立場で連絡調整を図り、基本方針原案を作成」し「組織及び運営の方法を定めること

を目的」として教員管理職と職員管理職を構成員として開催される会議です。その他主

要な会議でも所管部署の課長職等が正式な委員として参加し、職員サイドの視点も活か

せる運営となっています。

2009 年度より毎年８月に開催される、教職合同研修会では、中退者対策、ハラスメント

防止、中長期計画の実質化等、毎年時宜に応じたテーマを設定し、教員と職員が意見交

換を行い、互いの考え方や立場を理解する貴重な場となっています。

説明 根拠資料等

同53条第１項は「各学部に学部長を置く」ことを規定し第2項で学部長は「当該学部の運

営に関する校務を統轄する」ことを規定しています。同第55条第3項では教授会は｢学長

が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べる｣ことを規定しています。学

長、副学長の担う業務・役割については｢学校法人沖縄大学 役員の職務及び責任の明確化

に関する機関決定｣に記載し明確にしています。



原則1-2 中期的な計画の策定方針の明確化及び進捗管理

実施項目1-2①

⑩沖縄大学中長期計画・自己点検委員会規程

⑪外部評価委員会規程

⑫2024年度 外部評価委員会議事録

⑬外部評価委員意見への対応状況

実施項目1-2②

中期的な計画の

策定方針の明確

化及び具体性の

ある計画の策定

沖縄大学中長期計画・自己点検委員会規程第２条は「委員会は、沖縄大学の基本方針及

び中長期計画の策定について審議するとともに、策定された基本方針及び中長期計画の

実施、点検・評価、見直しを統括することにより、より有効な方策を探りながら本学の

理念を追求することを目的とする」旨を規定しています。また、第7条で「沖縄大学憲章

を踏まえ10年間で実現を目指す」長期ビジョン、「長期ビジョンの実現に向けて５年間

で実施する」中期計画、「部署の中期計画を具体化する」年度事業計画とすることを定

めています。また、本学の自己点検・評価活動の妥当性と客観性及び内部質保証の有効

性を担保し、教育の質の向上を図るため、沖縄大学外部評価委員会を設置しています。

外部評価委員会では、毎年委員の皆様から貴重なご意見をいただいています。委員から

の意見については経営企画室で取りまとめ、対応する学科・部署も確認されており、第

六次中計や次年度事業計画に反映させ取り組んでいます。

説明 根拠資料等

計画実現のため

の進捗管理

沖縄大学中長期計画・自己点検委員会規程第６条第２項で「委員会は、沖縄大学の基本

方針、長期ビジョン及び全学の中期計画書をもとに全学、部門・部署に中期計画書及び

年度事業計画書の作成並びに自己点検・評価活動の記録の提出を求める。全学、部門・

部署の各段階においてそれぞれの長は別表１の各文書に係る実施、点検・評価、見直し

を掌握する」ことを規定しています。同条３項では「委員会は、提出された全学、部

門・部署の中期計書、年度事業計画書及び自己点検・評価活動の記録をもとに、内部質

保証体制が適切に機能しているかを点検・評価し、必要に応じて改善を指示する」こと

を規定しています。

･OKIDAI VISION 2028 ＆第六次中期計画

・2024年度事業報告書(p15～26）

 

教職員の資質向

上に係る取組み

の基本方針・年

次計画の策定及

び推進

本学ではファカルティ・デベロップメント（FD)活動を企画立案し、実施するために、

FD 委員会を設置しています。委員会は、教員の教育能力の開発・向上に関して検討を行

い、その質的充実を図ることを目的としています（委員会規程第２条)。スタッフ・ディ

ベロップメント（SD）については、事務職員に必要な知識、技能及び教養を習得させる

とともに、職員が自ら職務能力の啓発に努めることを助成し、その資質の向上を図るこ

とを目的として事務職員研修規程 を定めています。年度末にはFD委員会によって次年度

FD計画が策定されます。SDについて事務職研修委員会によって次年度SD計画が策定さ

れます。2009 年から毎年、夏季休業期間中に実施している教職合同研修会は、2025年8

月で17回目の開催となりました。

　加盟大学は、学生をはじめとする多様なステークホルダーに対して実効性のある中期的な計画を示し、進捗管理を行うことによって教育研究の質の向上

及び組織運営の強化を図るべきである。

説明 根拠資料等



基本原則２　公共性・社会性の確保（社会貢献）

原則２-1 教育研究活動の成果の社会への還元

実施項目2-1①

･沖縄大学憲章

③2025履修ハンドブック（DP、CP抜粋）

（単位互換協力校との派遣・受入状況、

　留学生の受入状況・土曜教養講座等）

実施項目2-1②

･沖縄大学基本方針

（社会連携･貢献事業・土曜教養講座等）

社会貢献・地域

連携の推進

「地域共創・未来共創の大学へ」という本学の理念に基づき、本学では「沖縄大学の社

会との連携・協力に関する方針 」を定め、沖縄という地域が直面する「平和」、「人

権」、「環境」、「経済的自立」、「福祉」などに重点を置いた研究を進め、地域の産

官民の多様なステークホルダーと提携していく旨を方針として確認しています。毎年作

成している事業報告書には「地域貢献事業」として前年度実施した、地域研究、市や市

議会との連携事業、土曜教養講座、出前講座、学外委員・講師の派遣数等を記載し、

年々の社会貢献・地域連携活動の状況が分かるようにしています。

･2024年度事業報告書

建学の精神に基づく人材育成とともに、地域の多様な社会人の受入れなど、社会の要請

に応じた学びの機会を提供します。「教育の機会均等」を建学の精神とし、沖縄大学

は、常に地域に必要とされる人材を育成し社会に輩出してきました。設立当初は、経済

復興のための商経科、国際発展のための英語科、教養豊かな女性のための被服科から出

発しました。小学校教員の絶対数が不足した時代は初等教育科を設置しました。復帰後

も、福祉文化学科、現代沖縄研究科、こども文化学科、健康スポーツ福祉専攻、健康栄

養学部設置と、常に地域と時代が必要とする人材とは何かを考え、その育成を行ってき

ました。2008年には「地域共創・未来共創の大学へ」という新たな大学の理念のもと

に、沖縄大学憲章では地球市民・地域市民の共育の拠点となることを宣言しました。学

部教育のみならず、社会人に向けた大学院の教育、土曜教養講座、科目等履修生など、

沖縄大学には、県都那覇にある唯一の総合大学として、これらの要請に積極的に対応し

ています。

･OKIDAI VISION 2028(p7,8)

社会の要請に応

える人材の育成

・2024年度事業報告書

説明 根拠資料等

また第10条では中長期計画は理事会の承認を得た後「ホームページ等で学内・外に公表

する」ことを規定しています。中長期計画及びその単年度計画である事業計画は、所管

部署である経営企画室によって進捗管理が行われ、ホームページを通して内外に公表さ

れています。

⑭2025年度第1回中計・自己点委員会議事録

○○○○○○○

    加盟大学は、常に時代の変化に対応し、社会に貢献するため、公共性と社会性を重んじ、建学の精神等の基本理念に基づく教育研究・社会貢献活動を実

践し、社会に有為な人材を輩出するとともに、社会課題の解決等に努めるべきである。

　加盟大学は、社会からの要請を踏まえつつ、特色ある教育研究活動を実践するとともに、そこから得た教育研究活動の多様な成果を社会に還元し、社会

の安定と発展に貢献すべきである。

説明 根拠資料等

計画実現のため

の進捗管理



原則２ｰ２　多様性への対応

実施項目2-2①

⑮沖縄大学３つのポリシー

実施項目2-2②

役員等への女性

登用の配慮

実施項目2-2①に記載の通り、沖縄大学は「年齢・性・出身・職業・障がい・国籍･信条

を超え多様な人々が行き交う地域のホットスポット」を目指しています。男女共同参画

社会の実現及び女性活躍促進の観点から、役員や評議員等への女性登用に配慮していま

す。2025年９月１日現在、女性は理事として１名、評議員として３名が登用されていま

す。

⑯役員名簿（評議員含む）

多様性を受容す

る体制の充実

第六次中期計画では「重点課題１．沖大という場」は「年齢・性・出身・職業・障が

い・国籍･信条を超え多様な人々が行き交う地域のホットスポット」として「多様性に満

ちた社会の中で、沖縄大学に集う多様な学生・教職員は互いに学び、学びを求めにやっ

てくる地域の人々と共に学ぶ、活気あふれるキャンパス」となることを目指していま

す。また、学位授与方針は「多様性について理解を深め、他者の立場に立って考えるこ

とができ、他者と協働すること」ができることとしています。

国内・国外の大学でお互い学ぶことができる派遣留学制度は協定校を増やしながら、着

実に進められています。大学の研究成果と知識を社会に還元すると同時に地域との交流

を図る土曜教養講座をはじめとする各種公開講座、また地域との連携を図った包括的連

携事業も年々その数を増やし新たな取り組みを行うなど、多様性を受容する体制の整

備・充実に努めています。

･第六次中期計画（重点課題Ⅰ）

･2024年度事業報告書

(単位互換協力校との派遣･受入状況)

説明 根拠資料等

社会貢献・地域

連携の推進

「地域共創・未来共創の大学へ」という本学の理念に基づき、本学では「沖縄大学の社

会との連携・協力に関する方針 」を定め、沖縄という地域が直面する「平和」、「人

権」、「環境」、「経済的自立」、「福祉」などに重点を置いた研究を進め、地域の産

官民の多様なステークホルダーと提携していく旨を方針として確認しています。毎年作

成している事業報告書には「地域貢献事業」として前年度実施した、地域研究、市や市

議会との連携事業、土曜教養講座、出前講座、学外委員・講師の派遣数等を記載し、

年々の社会貢献・地域連携活動の状況が分かるようにしています。

　

　加盟大学は、ダイバーシティ＆インクルージョンの理念を踏まえ、多様性が尊重され包摂される共生社会の実現のため、学生、教職員等のすべての構成

員の多様な価値観等が受容される環境を整備するなど、多様性への対応を講じるべきである。

説明 根拠資料等



基本原則3　安定性・継続性の確保（学校法人運営の基本）

原則3-1 理事会の構成・運営方針の明確化

実施項目3-1①

実施項目3-1②

･理事会規程

⑰第279回評議員会議事録

実施項目3-1③ 説明 根拠資料等

理事への情報提

供・研修機会の

充実

理事等（特に外部理事及び監事）への研修機会の提供を目的に、比較的協議事項等の少

ない夏季休暇中の８月又は９月の理事会開催時に理事会内勉強会を行っています。また

理事会では、私学事業団のガイドラインに基づく「経営判断指標に基づく経営状態の区

分」や「自己判断チェックリスト」、経営企画室作成の「データで見る入学者・退学

者・卒業者・就職者の推移」、入試状況や就職状況等、都度情報の提供に努めていま

す。

⑱第839回理事会議事録

説明 根拠資料等

理事会運営の透

明性の確保及び

評議員会との協

働体制の確立

理事会の役割、権限及び体制を明確にし、適切な理事会の運営を行うため、理事会の職

務権限、業務決定の委任、招集手続、議長、定足数、決議要件及び議事録その他の必要

な事項を理事会規程として定めています。理事長、代表業務執行理事、業務執行理事及

び監事は評議員会に出席し、評議員から特定の事項について説明を求められた場合に

は、当該事項について必要な説明をします（寄附行為第48条）。評議員会は評議員が選

任した者６名、理事会が選任した者５名となっています（寄附行為第32条）。このよう

に理事会と評議員会は建設的な協働と相互牽制を確立しています。

･沖縄大学寄附行為

　加盟大学は、理事会における学校法人の業務に関する意思決定の機動性及び理事の業務執行に関する監督機能の適正性を確保する観点から、理事会の構

成・運営方針等を明確にすべきである。

説明 根拠資料等

理事の人材確保

方針の明確化及

び選任過程の透

明性の確保

理事選任機関は評議員会とし、構成員はすべての評議員としています（寄附行為第６

条）。理事の選任に当たっては、私立学校法第31条に規定する資格及び構成に関する要

件を遵守します。「学校法人沖縄大学役員の職務及び責任の明確化に関する機関決定」

に規定する「担当する職務内容・期待する役割」で求められる知識、能力及び経験を有

し、大学法人のガバナンス強化と持続的な発展に貢献できる人材を登用します。

･私立学校法　

https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000270/

･沖縄大学寄附行為（理事選任機関）

･学校法人沖縄大学役員の職務及び責任の明確

化に関する機関決定

　加盟大学は、持続的な私立大学の価値向上を実現するため、ガバナンスに関する基本的な考え方や対応方針等を明確にすることにより、実効性の高いガ

バナンス体制を構築し、経営の安定性と継続性を確保すべきである。

https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000270/
https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000270/
https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000270/
https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000270/
https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000270/


原則3-2 監査機能の強化及び監事機能の実質化

実施項目3-2①

･私立学校法

⑰第279回評議員会議事録

実施項目3-2②

実施項目3-2③

㉔監事監査調書

⑱第839回理事会議事録

説明 根拠資料等

監事への情報提

供・研修機会の

充実

監事は毎年、文部科学省が主催する学校法人監事研修会に参加（案内）いただいていま

す。また、毎月開催される理事会前に、30分程度の監事監査を実施し、その際の根拠資

料等の説明（監事監査調書）により情報の提供も併せて行われています。実施項目3-1③

に記載の通り、理事会内勉強会による研修機会の提供や、理事会内で経営に関する情報

の提供が都度行われています。

㉓学校法人監事研修会（文科省）

説明 根拠資料等

監事、会計監査

人及び内部監査

室等の連携

学校法人沖縄大学監事監査規程第12条では、監事は「会計監査人及び法務監査室と密接

な連携を保ち、情報交換を行い、効率的な監査を実施するよう努めなければならない」

旨を規定しています。毎年5月に実施される決算監査時や12月に実施される期中監査時に

は、監事、会計監査人及び内部監査を所管する法務監査室で情報の共有と意見交換が行

われています。

⑲沖縄大学監事監査規程

⑳-1,2 2025年度監事への決算監査案内

㉑-1,2 監事ディスカッションご案内(期中監査）

㉒2024年度期中監査講評起案

　加盟大学は、学校法人の管理運営の適正性を確保するうえで、監事及び会計監査人の独立性を高め、組織の重層的チェック体制を構築し、監査機能を強

化するとともに、監事機能を実質化すべきである。
説明 根拠資料等

監事及び会計監

査人の選任基準

の明確化及び選

任過程の透明性

の確保

監事は評議員会の決議によって選任します。選任に当たっては、監事の独立性を確保

し、かつ、利益相反を適切に防止することが出来るものを選任します(寄附行為第22

条）。また、監事の選任に当たっては、私立学校法第31条第３項及び第６項並びに第46

条に規定する資格に関する要件を遵守します。会計監査人は評議員会の決裁によって選

任します（寄附行為第52条）。評議員会に理事が提出する会計監査人の選任及び解任並

びに会計監査人を再任しないことに関する議案の内容は、監事が決定します（寄附行為

第53条第１項）。また、会計監査人の選任に当たっては、私立学校法第81条第３項に規

定する資格に関する要件を遵守します。

･沖縄大学寄附行為（監事及び会計監査人の選任）

理事への情報提

供・研修機会の

充実

理事等（特に外部理事及び監事）への研修機会の提供を目的に、比較的協議事項等の少

ない夏季休暇中の８月又は９月の理事会開催時に理事会内勉強会を行っています。また

理事会では、私学事業団のガイドラインに基づく「経営判断指標に基づく経営状態の区

分」や「自己判断チェックリスト」、経営企画室作成の「データで見る入学者・退学

者・卒業者・就職者の推移」、入試状況や就職状況等、都度情報の提供に努めていま

す。



原則3-3 評議員会の構成・運営方針の明確化

実施項目3-3①

･沖縄大学寄附行為

･私立学校法

実施項目3-3②

実施項目3-3③ 説明 根拠資料等

評議員への情報

提供・研修機会

の充実

従来から、予算案の諮問や決算報告等の定期開催時に入試状況や就職状況等の情報の提

供、経営状態やガバナンス体制等をわかりやすく説明し大学運営への理解を深めていた

だく情報の提供に努めてきました。2025年９月25日開催の、2025年度(臨時)評議員会で

は、年に一度は評議員会を研修機会の提供として開催することを確認し、評議員会内勉

強会として｢ガバナンス・コード2.0について｣の研修を実施しました。

㉕2025年（臨時）評議員会次第

説明 根拠資料等

評議員会運営の

透明性の確保及

び理事会との協

働体制の確立

寄附行為には評議会の運営について評議員会の職務（第37条）、招集（理事長による招

集第41条、評議員による招集第42条、監事による招集第43条）、運営（第45条）、決議

（第46条）等について明確に規定しています。理事長、代表業務執行理事、業務執行理

事及び監事は、評議員会に出席し（第48条）、評議員から特定の事項について説明を求

められた場合には、当該事項について必要な説明をします（同条第２項）。理事会規程

では、必要な事項については評議員会の意見を聴いたうえで、又は評議員会の決議を得

て、法人の業務遂行上の重要事項を審議・決定すること（第２条第２号）としていま

す。評議員会と理事会は、相互牽制の関係にありつつも、評議会の運営を通して、協働

体制を築いています。

･沖縄大学寄附行為

･理事会規程

　加盟大学は、諮問機関としての評議員会機能の実質化及び監督機能の強化を図り、学校法人運営の機動性及び安定性を確保する観点から、評議員会の構

成・運営方針等を明確にすべきである。

説明 根拠資料等

評議員の選任方

法や属性・構成

割合についての

考え方の明確化

及び選任過程の

透明性の確保

寄附行為第32条第１項では評議員の選任について以下を規定しています。(1) この法人の

職員で評議員会において選任した者３名　(2) この法人の設置する学校を卒業した者で年

齢25年以上のもののうちから、評議員会において選任した者３名　(3) 学識経験者のうち

から、理事会において選任した者５名　また同条第４項では以下を規定しています。

「評議員の選任は、評議員の年齢、性別、職業等に著しい偏りが生じないよう配慮して

行うものとする」。評議員の選任に当たっては、私立学校法第18条第３項に定める定

数、第31条第３項及び第６項、第46条第２項及び第３項並びに第62条に規定する資格及

び構成に関する要件を遵守しています。

⑯役員名簿（評議員含む）



原則3-4 危機管理体制の確立

実施項目3-4①

㉖危機管理規程、㉗リスク管理規程

㉘防火・防災管理規程

実施項目3-4②

㉜沖縄大学コンプライアンス規程

基本原則4　透明性・信頼性の確保（情報公開）

原則4-1 教育研究・経営に係る情報公開

実施項目4-1①

㉟沖縄大学情報公開等規程

①情報公表サイト

    加盟大学は、教学運営・経営の透明性を高め、幅広いステークホルダーからの信頼を維持・向上するため、法律上公表が定められていない情報について

も、積極的に自らの判断によって努めて最大限公開すべきである。

　加盟大学は、自らが行う教育研究活動やそれを支える経営に係る情報について、様々な機会を通じて積極的に公開することによって、広く社会からの理

解・信頼を得るべきである。

説明 根拠資料等

情報公開推進の

ための方針の策

定

本学は情報公開等規程を制定し、情報を公開する項目、対象者、方法、対象者等を明確

にしています。またHP上に「情報公表サイト」を設置し、情報公開を推進しています。

情報公表サイトで公表する情報は、担当部署である総務課によって、年に１度以上、適

宜更新作業を行っています。

説明 根拠資料等

法令等遵守のた

めの体制整備

沖縄大学の基本方針「８．管理運営に関する方針」には「法令順守を徹底」する旨を規

定しています。大学におけるコンプライアンスに必要な事項を定め、役職員が高い倫理

観と理念を持ち、適正かつ公平な業務遂行することを通して、本学の社会的信頼の維持

に資することを目的として沖縄大学コンプライアンス規程を定めています。法令違反等

の行為が生じ、又は生じる可能性がある場合に、これを本学の内外から匿名相談できる

公益通報の窓口を総務課に置いています。2021年４月に設置された法務監査室では「各

種法令や学内規程等の運用のチェック及び相談に関すること」を所掌しています。

･沖縄大学基本方針

㉝沖縄大学における公益通報者の保護等に関する規程

㉞事務組織規程（法務監査室）

　加盟大学は、自然災害・事故・事件等の事象によるあらゆるリスク及び危機を未然に防止するとともに、発生時における被害を最小限にとどめるため、

実効性のある危機管理体制を確立すべきである。

説明 根拠資料等

危機管理マニュ

アルの整備及び

事業継続計画の

策定・活用

危機管理規程、リスク管理規程及び防火・防災管理規程を定めています。また危機管理

ガイドラインや事象に応じた災害対策マニュアルも整備しています。事業継続計画は

2025年度中の策定を目指し防火防･災管理委員会で審議継続中です。 ㉙危機管理ガイドライン､㉚災害対策マニュアル

㉛2024年度第一回防火・防災管理委員会議事録



実施項目4-1②

･事業報告書（p48.財務の概況）

㊱沖大広報

説明 根拠資料等

ステークホル

ダーへの理解促

進のための公開

の工夫

情報公表サイトは一覧性を重視し、目的とする情報へのアクセスが容易な構成としてい

ます。公表されている事業報告書の「財務の概況」では学校法人会計に基づく用語の解

説や、本学の財務状況についての解説・分析を記載しています。また、財務状況に限ら

ず、本学への志願者、合格者、入学者等の情報が経年比較で確認できるように記載し、

より理解していただく為の工夫を行っています。また、大学の広報誌「沖大広報」は保

護者や高校等のステークホルダーに送付するだけではなくHPにも掲載し、大学の状況を

広く理解していただけるように努めています。

①情報公表サイト（一覧性）


